[bookmark: _GoBack]申請書類　チェックリスト（通常版）
＜各書類の必要部数や留意事項等について，必ずP19～P21の「申請書類に関する留意事項」を確認の上，用意して下さい。＞

案件名：
団体名：
●事業に関する書類
事業申請書（様式１：総括表含む）（要電子データ提出）
予算詳細（様式１－a）及び予算詳細別表（要電子データ提出）
人件費詳細（様式１－b）（要電子データ提出）
３者見積り一覧（様式１－c）（要電子データ提出）
事業実施体制表（様式１－d）（要電子データ提出）
事業地が分かる地図（事業実施国における事業地の位置が分かるもの）（要電子データ提出）
プロジェクトタイムテーブル・人員配置表（様式１－e）（要電子データ提出）
（施設建設等の場合）工事設計書、図面等（様式１－f）（様式１－ｆは、要電子データ提出）
（ＮＧＯパートナーシップ事業の場合）申請団体とパートナー団体が締結する契約書（案）
（機材供与の場合）供与する機材の仕様書（カタログ写し等）
資機材購入等に係る業者の見積書
外部監査の見積書
事業担当者・専門家関連情報（参考）及び給与明細、給与規定等人件費・謝金単価の根拠が分かる資料

●団体に関する書類（注）
（注）記載内容に変更がない場合、同一年度内２件目以降の申請時には省略可能。その場合は前回提出した案件名を次に記載
　　（国　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　（案件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
申請団体概要（様式１－g）
定款又は寄附行為（写し）
事業計画書（写し）
収支予算書又は活動予算書（写し）
事業報告書（過去２年分）（写し）
収支計算書又は活動計算書（過去２年分）（写し）
財産目録（写し）
貸借対照表（写し）
役員名簿（写し）
職員名簿（各職員の常勤・非常勤、有給・無給の別、担当業務内容も記載）（写し）
監査報告書（団体として監査を受けている場合）（写し）
印鑑証明書
法人登記簿謄本
競争契約参加資格審査結果通知書（重点課題事業の場合のみ）
●その他提出・提示書類（書類名を具体的に記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申請書類　チェックリスト（複数年約束した重点課題事業：第２年次以降）
＜各書類の必要部数や留意事項等について，必ずP19～P21の「申請書類に関する留意事項」を確認の上，用意して下さい。＞

案件名：
団体名：

●事業に関する書類
重点課題事業概要（様式１－２）（要電子データ提出）
予算詳細（様式１－a）及び予算詳細別表（要電子データ提出）
人件費詳細（様式１－b）（要電子データ提出）
３者見積り一覧（様式１－c）（要電子データ提出）
事業実施体制表（様式１－d）（要電子データ提出）
事業地が分かる地図（事業実施国における事業地の位置が分かるもの）（要電子データ提出）
プロジェクトタイムテーブル・人員配置表（様式１－e）（要電子データ提出）
（施設建設等の場合）工事設計書、図面等（様式１－f）（様式１－ｆは、要電子データ提出）
（ＮＧＯパートナーシップ事業の場合）申請団体とパートナー団体が締結する契約書（案）
（機材供与の場合）供与する機材の仕様書（カタログ写し等）
資機材購入等に係る業者の見積書
外部監査の見積書
事業担当者・専門家関連情報（参考）及び給与明細、給与規定等人件費・謝金単価の根拠が分かる資料

●団体に関する書類（注）
（注）記載内容に変更がない場合、同一年度内２件目以降の申請時には省略可能。その場合は前回提出した案件名を次に記載
　　（国　名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
　　（案件名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

申請団体概要（様式１－g）
事業計画書（写し）
収支予算書又は活動予算書（写し）
事業報告書（過去２年分）（写し）
収支計算書又は活動計算書（過去２年分）（写し）
役員名簿（写し）
職員名簿（各職員の常勤・非常勤、有給・無給の別、担当業務内容も記載）（写し）
競争契約参加資格審査結果通知書

●その他提出・提示書類（書類名を具体的に記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
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（別表Ⅰ－２）対象となる経費と積算上の留意点    

予算項目  用途 ・対象  留意事項  

大  中  小  補助  

１．現地事業経費  事業実施に必要な現地経費  

 （１）直接事業費  事業の実施に直接必要な費用  

  （ア）   資機材購入費等  ・ 事業で直接使用する 資機 材   ・ 施設の建設費（資材費 ， 資材輸送費 ， 工事費 ， 工 事作業員労務費 ， 設計 ・ 施工管理労務 費 ）   ・ 輸送物資の輸送費等 ， 修 理・整備費（リサイクル物 資輸送事業）   ・ 食料 ，衣料， 日用品（災害 等復旧・復興支援事業 のみ）     対象外 ：家具・内装品 ， 裨 益者個人の固定資産とな る もの  ・事業内容のうち ， 建築資材や供与機材等の購入及びそれらに付随する 役務の調達等事業のハード部分に必要となる経費です。（工事作業員 の人件費等はこちらに計上して下さい。）   ・災害等復旧・復興支援事業等で物資配布を行う際の配布物資調達にか かる費用はこちらに計上してください。開発協力事業であっても食糧 や消耗品（医薬品を含む）の配布に係る経費を一律に支援対象から排 除することはしませんが ， それら物資の配布の必要性や期待される効 果を申請書で十分説明して下さい。（説明が十分と認められない場合 はＮ連の支援対象としない場合があります。）   ・リサイクル物資輸送事業における輸送物資の輸送費等 ， 修理・整備費 はこちらに計上して下さい。  

  （イ）ワークショップ等 開催費  ワークショップ ， 研修開催 に必要な 費用   ・ 会場借上 ， 研修 用 機材 ， 研修 用 資材（文房具含 む） ， 研修用資料   ・ 参加者費用（交通費 ， 日 当・宿泊費 ， 食費）   ・ 講師費用（交通費 ， 日当・ 宿泊費 ， 食費 ， 謝金）     対象外 ：現地行政機関スタ ッフへの謝金  ・事業内容のうち ， 現地で行うワークショップやセミナー等の開催およ びそれらに付随する役務の調達等事業のソフト部分にかかる経費で す。   ・ワークショップ等において参加者に提供又は配布する飲食物（ワーク ショップの昼食 ・飲料水 等）や消耗品（文房具等）にかかる経費や参 加旅費 ( 交通費 ， 宿泊費 ， 最低限の日当 ) も支援対象としますが ， それ らの提供又は配布の必要性や期待される効果を申請書で十分説明して ください。（説明が十分と認められない場合はＮ連の支援対象としな い場合があります。２ページ「３．対象となる事業」参照。）    

  （ウ）専門家派遣費  上記（ア）（イ）の支出を伴う現地の活動に従事する専門家の派遣に必要な費用   ・上記（ア）（イ）の活動を行うのに必要な専門家の派遣に係る経費です。   ・専門家の国籍は問いません。   ・ここでいう専門家とは ， 主に外部専門家（申請団体の職員ではない）を指しますが ，申請 団体が 医師や建築士 等の専門技能 を職員 を 雇用している場合等はその限りではありません。また ， 団体の 職員（本部スタッフ）が事業管理者としてではなく直接事業実施に関わる場合（ワークショップに おける発言者等）等は専門家として経費を計上しても構いません。   ・Ｎ連に経費を計上できるのは ， Ｎ連事業に専従する専門家に必要な経費のみです（Ｎ連に従事す る期間は ， 他の事業との兼務を避けて下さい。）。  

   (a) 専門家派遣 旅費等  ・ 専門家 の 居住地国内（日 本 ， 第三国）交通費（出 発・帰国時） ， 航空賃   ・ 日当・宿泊費（出発日から 帰国日まで。宿泊は実 宿泊 ベース（機内泊含ま ず） ）   ・ 海外旅行傷害 保険料 ， 査 証 ， 予防接種    ・下記（２）（ケ）本部スタッフ派遣費に準じた専門家の渡航費の他 ， 専門家が現地で移動するための経費（下記（２）（エ）（ c ）参照） についてはこちらに計上して下さい（他の用務と合わせての渡航は行 わないで下さい。）。   ・   航空賃の内訳は航空券代，航空保険料，燃油特別付加運賃，空港使用 税，旅客保安料，発券手数料です。目的地までの最も経済的で標準的な 経路で，エコノミークラス正規割引航空運賃を上限とします。   ・   日当・宿泊費の数量は派遣期間との整合性に留意し，宿泊は機内泊等を 含まない実泊数としてください。   ・海外旅行傷害保険の各担保項目の保険金額の上限は５千万円（賠償
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[bookmark: _GoBack]（別表Ⅰ－２）対象となる経費と積算上の留意点	

		予算項目

		用途・対象

		留意事項



		大

		中

		小

		補助

		

		



		１．現地事業経費

		事業実施に必要な現地経費



		

		（１）直接事業費

		事業の実施に直接必要な費用



		

		

		（1） 資機材購入費等

		・事業で直接使用する資機材

・施設の建設費（資材費，資材輸送費，工事費，工事作業員労務費，設計・施工管理労務費）

・輸送物資の輸送費等，修理・整備費（リサイクル物資輸送事業）

・食料，衣料，日用品（災害等復旧・復興支援事業のみ）



対象外：家具・内装品，裨益者個人の固定資産となるもの

		・事業内容のうち，建築資材や供与機材等の購入及びそれらに付随する役務の調達等事業のハード部分に必要となる経費です。（工事作業員の人件費等はこちらに計上して下さい。）

・災害等復旧・復興支援事業等で物資配布を行う際の配布物資調達にかかる費用はこちらに計上してください。開発協力事業であっても食糧や消耗品（医薬品を含む）の配布に係る経費を一律に支援対象から排除することはしませんが，それら物資の配布の必要性や期待される効果を申請書で十分説明して下さい。（説明が十分と認められない場合はＮ連の支援対象としない場合があります。）

・リサイクル物資輸送事業における輸送物資の輸送費等，修理・整備費はこちらに計上して下さい。



		

		

		（イ）ワークショップ等開催費

		ワークショップ，研修開催に必要な費用

・会場借上，研修用機材，研修用資材（文房具含む），研修用資料

・参加者費用（交通費，日当・宿泊費，食費）

・講師費用（交通費，日当・宿泊費，食費，謝金）



対象外：現地行政機関スタッフへの謝金

		・事業内容のうち，現地で行うワークショップやセミナー等の開催およびそれらに付随する役務の調達等事業のソフト部分にかかる経費です。

・ワークショップ等において参加者に提供又は配布する飲食物（ワークショップの昼食・飲料水等）や消耗品（文房具等）にかかる経費や参加旅費(交通費，宿泊費，最低限の日当)も支援対象としますが，それらの提供又は配布の必要性や期待される効果を申請書で十分説明してください。（説明が十分と認められない場合はＮ連の支援対象としない場合があります。２ページ「３．対象となる事業」参照。）





		

		

		（ウ）専門家派遣費

		上記（ア）（イ）の支出を伴う現地の活動に従事する専門家の派遣に必要な費用

・上記（ア）（イ）の活動を行うのに必要な専門家の派遣に係る経費です。

・専門家の国籍は問いません。

・ここでいう専門家とは，主に外部専門家（申請団体の職員ではない）を指しますが，申請団体が医師や建築士等の専門技能を職員を雇用している場合等はその限りではありません。また，団体の職員（本部スタッフ）が事業管理者としてではなく直接事業実施に関わる場合（ワークショップにおける発言者等）等は専門家として経費を計上しても構いません。

・Ｎ連に経費を計上できるのは，Ｎ連事業に専従する専門家に必要な経費のみです（Ｎ連に従事する期間は，他の事業との兼務を避けて下さい。）。



		

		

		

		(a)専門家派遣旅費等

		・専門家の居住地国内（日本，第三国）交通費（出発・帰国時），航空賃

・日当・宿泊費（出発日から帰国日まで。宿泊は実宿泊ベース（機内泊含まず））

・海外旅行傷害保険料，査証，予防接種



対象外：査証取得，予防接種に伴う交通費

		・下記（２）（ケ）本部スタッフ派遣費に準じた専門家の渡航費の他，専門家が現地で移動するための経費（下記（２）（エ）（c）参照）についてはこちらに計上して下さい（他の用務と合わせての渡航は行わないで下さい。）。

・　航空賃の内訳は航空券代，航空保険料，燃油特別付加運賃，空港使用税，旅客保安料，発券手数料です。目的地までの最も経済的で標準的な経路で，エコノミークラス正規割引航空運賃を上限とします。

・　日当・宿泊費の数量は派遣期間との整合性に留意し，宿泊は機内泊等を含まない実泊数としてください。

・海外旅行傷害保険の各担保項目の保険金額の上限は５千万円（賠償責任は１億円）です。申請の際は担保項目・保険金額を確認できる資料を提出してください。

・　査証取得に必要な証明写真は必要枚数のみです。

・　予防接種は外務省の海外安全ホームページで接種が要求または推奨されているもののみです。



		

		

		

		(b)謝金

		・現地，国内従事期間中の謝金（人件費）



		・単価は月額を基本とします。事業従事期間が一ヶ月に満たない場合の謝金計算方法は団体の給与規程によることとしますが，特段の説明がない場合には，月額単価を３０で割り，実際に事業に従事する日数をかけた金額を支援対象とします。

＊謝金単価が日額を基本としている場合は，「３６５日から団体の就業規則等で定めている年間休日数を除した上で，１２で割った数を１か月の実働日数」として，その数に謝金日額をかけて月額化した額も示してください。

・単価は団体の給与規程によることとしますが，一ヶ月当たりの単価がＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価（在外基本手当）を超える場合には，右超過分は団体の自己負担となります。



		

		

		（エ）研修員招聘費

		研修員招聘（日本または第三国）に必要な費用

・事業の目的達成のため，その一部として，現地の住民等事業の直接の裨益者を第三国（日本を含む）に招聘して研修等を実施する際に必要な旅費等です。

・現地スタッフは対象となりません。



		

		

		

		(a)研修員招聘旅費等

		・研修員旅費（交通費（居住地から開催地まで），日当・宿泊費）

・講師旅費（交通費（居住地から開催地まで），日当・宿泊費）



対象外：パスポート発給手数料，写真，交通費等パスポート発給の付帯費用

		・下記（２）（ケ）本部スタッフ派遣費に準じた渡航費の他，研修員が第三国又は日本国内で移動するための経費を計上できます。

・日当・宿泊費単価は団体の旅費規程等によることとしますが，一日当たりの日当・宿泊費単価を足した額がＪＩＣＡ研修員に係る経費単価を超える場合には，超過分は団体の自己負担となります。



		

		

		

		(b)研修会開催費

		・会場借上，研修機材，研修資材（文房具含む）

・講師謝金（人件費）



対象外：食費

		・第三国（日本を含む）で行う研修会等の開催に係る経費です。

・上記（１）（イ）ワークショップ等開催費に準じた経費を計上できますが，研修員に日当が支払われる場合には飲食費を計上することができません。





		

		（２）現地事業管理費

		現地での事業の管理に必要な費用



		

		

		（ア）本部スタッフ（駐在）人件費

		・本部から現地に派遣され駐在する申請事業に従事する本部スタッフの人件費（基本給，その他役職手当， 



対象外：（本部で支給される）賞与，住宅手当，扶養手当

		・本部スタッフ（駐在）人件費の計上に当たっては，Ｎ連事業を行うために必要な範囲のみとしてください。過剰に計上されていると判断される場合には，減額指導をさせて頂きます。

・ここでいう本部スタッフとは，当該Ｎ連事業に従事する職員でＮ連の申請団体である日本のＮＧＯの本部事務所で雇用される職員を指します。（同じアライアンスの他国の系列団体で採用された職員等は本部スタッフに該当しません。）国籍は問いません。

・本部スタッフが複数の事業に従事している場合は，Ｎ連事業に従事していると認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。様式１－b人件費詳細にＮ連事業に関与する割合を人役として記載して下さい（Ｎ連以外の業務も行う場合は(人役が１．０未満以下になる場合），その他の業務名及びその仕事の人役を様式の「業務内容欄」に必ず記述してください。）。

＊人役設定で額を設定(申請時)しますが，実際の支払は，Ｎ連業務に実際に従事した時間に基づいて支払ってください。事業期間中は，日々の業務日報やタイムテーブル等でＮ連従事時間を記録し，実働時間を証明できるようにしてください。完了報告時には，人件費実績表(様式４－c）を提出して頂きます。なお，有給休暇取得期間は実働時間に含めることはできません。

・単価は団体の給与規程によることとしますが，一か月当たりの単価がＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価（在外基本手当）を超える場合には，右超過分は団体の自己負担となります。

・人件費を計上する本部スタッフが，Ｎ連事業の期間中に定期昇給する場合は，申請時に昇級差額分も加算して計上してください(以降，事業途中での申告は認められません。)

＊定期昇給が毎年自動的に昇給する自動昇給であれば，事前審査の段階でその根拠が分かるよう給与表や給与規定等を示してください。他方，それが査定昇給や昇格昇給の場合には，人事評価査定基準等，昇給額の根拠となる資料を示していただく必要があります。



		

		

		（2） 現地スタッフ人件費

		・申請事業に従事する申請団体と雇用関係にある現地スタッフ（警備員含む）の人件費（基本給，通勤手当）

・社会保険料特別加算手当，社会保険料（事業主負担分）ただし，現地法制度上，事業主の支払が義務とされる場合のみ





		・当該Ｎ連事業に従事する主に事業の管理に携わる現地スタッフ（本部スタッフ(駐在)以外の現地採用職員）の人件費で，警備員雇用経費を含みます。（建設事業における作業員や，ワークショップ開催に関わる一時雇用者等は直接事業費のそれぞれの項目に計上して下さい。）

・すでに雇用しているか新規雇い上げかの別を問いません。

・現地スタッフが複数の事業に従事している場合は，Ｎ連事業に従事していると認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。様式１－b人件費詳細にＮ連事業に関与する割合を人役として記載して下さい。なお，過剰に計上されていると判断される場合には，当該計上が認められない場合があります。

＊人役設定で額を設定(申請時)しますが，実際の支払は，Ｎ連業務に実際に従事した時間に基づいて支払ってください。事業期間中は，日々の業務日報やタイムテーブル等でＮ連従事時間を記録し，月ごとの給与明細等支払い証拠書上でＮ連の実働時間を証明できるようにしてください。なお，有給休暇取得期間は実働時間に含めることはできません。

・単価は団体の給与規程によることとしますが，同じ地域で事業を実施する他の団体が雇用する現地スタッフの人件費と比較して著しく高額である場合等には別途詳細な説明を求めることがあります。さらに，一か月当たりの単価がＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価（在外基本手当）を超える場合には，右超過分は団体の自己負担となります。

・支援対象となるのは，団体の給与規程に基づく基本給のみです。ただし，地雷・不発弾関係事業や危険地域で行う事業において危険な業務に直接従事する現地スタッフについては，傷害保険等の保険料を計上することができます。（下記（ケ）（c）その他渡航費に含まれる海外傷害保険料の上限金額を超える部分は支援対象となりません。）また，事業実施国の法律で，雇用主が負担を義務づけられている現地スタッフの社会保障費や特別加算手当の計上も認め得ることとしますが，その場合，当該計上の根拠となる書類（雇用主の負担割合が分かる法律の該当条項等）の提示が必要となります。

・単価は月額を基本とします。事業従事期間が一か月に満たない場合の人件費の計算方法は団体の給与規程によることとしますが，特段の説明がない場合には，月額単価を３０で割り，実際に事業に従事する日数をかけた金額を支援対象とします。

・人件費を計上する現地スタッフが，Ｎ連事業の期間中に定期昇給する場合は，申請時に昇級差額分も加算して計上してください(以降，事業途中での申告は認められません。)



		

		

		（ウ）現地事務所借料等

		事業の実施に必要な現地事務所借料，光熱費



		

		

		

		(a)現地事務所借料

		事業活動の拠点となる（事業を管理するスタッフが駐在する）事務所の借料



対象外：補修費，修理費，錠・鍵交換，貸主負担とすべき施設維持費，現地提携団体の事務所借料

		・現地事務所は，事業地と同一の場所にある必要はありませんが，事業管理に適切と認められる場所に置かれることが必要です。

・遠隔操作の場合等，事業の適切な管理に必要と認められる場合には，複数の事務所借料を支援対象とすることがあります。

・現地事務所が複数の事業を管理する拠点となっている場合には，当該事務所がＮ連事業の管理に不可欠と認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。（特段の積算根拠が示されない限り，月額を当該現地事務所が管理する事業の数で割った金額が支援対象となります。）



		

		

		

		(b)現地事務所光熱費

		事業活動の拠点となる事務所の電気・ガス・水道代



対象外：飲料水（容器入り）

		・水道水が飲用に適さない場合であっても，飲用のミネラル・ウォーター等購入費は支援対象となりません。

・電気の供給が安定しない地域での発電用燃料費を含みます。（発電機の購入費（リース料）は下記（ク）（b）の事務機械等購入費・借料に計上して下さい。）

・Ｎ連事業の管理に不可欠と認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。

・現地事務所がＮ連事業専用でない場合や現地提携団体の事務所を間借りする場合は，Ｎ連事業の比率をもって按分してください。



		

		

		（エ）現地移動費

		本部スタッフ，現地スタッフの事業管理に伴う移動に必要な費用



		

		

		

		(a)車両購入費・借料

		事業管理に必要な車両，モーターバイク，自転車のリース料または購入費





		＊車両はＮ連事業専用が原則です。同じ事業年度に，ＪＩＣＡ草の根技術協力事業，国際機関委託事業等他の資金供与を受けている場合で，それら事業にも使用を希望する場合，リース料・購入費は事業数で按分が原則ですが，申請時に必ず民間援助連携室に相談・申告してください。

・防弾車をリースする場合には，武装警護員同乗等のパッケージ料金全体をこちらに計上して下さい。

・Ｎ連資金は団体が行う事業を支援するものであり団体の恒常的な活動を支援することを目的としたものではないため，団体の固定資産（又は耐久消費財）となり得る車両の購入については，それが事業に必要なものであっても，リース会社が存在しない，購入する方がリースするよりも安価となる等の正当な理由がある場合を除きリースを原則とします。

＊車両を購入する場合には，事業終了後の当該車両の譲渡先について申請書の事業内容の項に記入して下さい。



		

		

		

		(b)車両維持費

		（上記，車両等の使用・維持に伴う）燃料代，タイヤ・エンジンオイル等消耗品，スペアパーツ，メンテナンス工賃

強制自動車保険料



対象外：任意自動車保険料，洗車代

		・自動車保険料は原則として支援対象となりません。ただし，車両を購入もしくはリースする際に自動車保険加入が義務づけられている場合は，こちらに強制自動車保険料を計上することができます。

・既に現地事務所が所有又はリースしている車両維持のための費用も支援対象となりますが，特段の積算根拠が示されない限り，月額を当該現地事務所が管理する事業の数で割った金額が支援対象となります。

・特別な事情がある場合を除き，洗車代は支援対象とはなりません。



		

		

		

		(c）現地出張費

		事業管理に伴う現地国内交通費（飛行機，バス，タクシー，鉄道，船）

日当・宿泊費





		・現地スタッフ，本部スタッフが現地で出張等する際に必要な経費です。旅費（交通費），日当・宿泊費を含みます。（日当・宿泊費については，下記（ケ）（b）日当・宿泊費の上限金額を超える部分は支援対象となりません。）

・下記（ケ）の本部スタッフ派遣費に含まれない旅費等は原則としてこちらに計上して下さい（本部スタッフ派遣費と重複しないよう十分注意してください。）

・一度の出張でＪＩＣＡ草の根技術協力事業等Ｎ連以外の業務も合わせて実施する場合，旅費は事業数で按分してください。

・日当・宿泊費を団体規定の定額で支払う場合は，必ず出張者本人からの領収書（又は本人への支払いを証明できる書類)を証拠書としてください。実際に宿泊したホテル代で実費払いとする場合は，ホテルの領収書（又は送金証明）が必要です。



		

		

		（オ）会議費

		事業管理に伴う現地カウンターパート，行政機関，現地コミュニティ，申請団体スタッフ，派遣専門家等関係者間会議開催に必要な費用

・会場借料

・参加者交通費（飛行機，バス，タクシー，鉄道，船）

・参加者日当・宿泊費

・飲料水（容器入り）

対象外：飲食費（飲料水除く）

		・現地住民に直接裨益するワークショップ等（上記１．（１）（イ））に該当する経費を除きます。

・会議費には，会場借料（映像・音響設備等借料を含む），会議に参加する現地スタッフ等の旅費，日当・宿泊費を含みます（旅費，日当・宿泊費の考え方については下記１．（２）（ケ）の本部スタッフ派遣費を参照）。

・旅費・宿泊費については，専門家派遣費，現地移動費，現地スタッフ人件費，本部スタッフ派遣費，本部スタッフ人件費等他の項目に計上されているものについてはこちらに計上することはできません。

・「遠隔操作」方式による事業で安全対策経費として認められる，遠隔操作拠点（第三国の場合）までの現地スタッフの呼び寄せに必要な経費はこちらに計上して下さい。

・会議に必要な場合であっても飲料水を含む飲食費は支援対象となりません。



		

		

		（カ）通信費

		事業管理に伴う通信，郵便，銀行手数料などの費用



		

		

		

		(a)固定回線使用料

		・固定電話回線使用料

・インターネット接続料





		・現地事務所で支払われる電話，ファックス，インターネットの使用料です。（これらに必要な機器を新規に購入するための費用もしくはリース料は下記（ク）（b）の事務機械等購入費・借料に計上して下さい。）

・Ｎ連事業の管理に不可欠と認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。



		

		

		

		(b)携帯電話使用料

		・携帯電話（衛星携帯電話含む）回線使用料・通話料，プリペイドカード





		・現地事務所で支払われる携帯電話（衛星携帯電話を含む）の使用料です。（携帯電話を新規に購入するための費用もしくはリース料は下記（ク）（b）の事務機械等購入費・借料に計上して下さい。）プリペイドカード式携帯電話のカード購入費を含みます。

・Ｎ連事業の管理に不可欠と認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。



		

		

		

		（c）郵便・輸送費

		・現地国内郵便，日本への国際郵便・宅配便

		・現地事務所がＮ連事業に関連して発送する郵便，宅配便，クーリエ便等にかかる費用です。（受取の際に必要な費用を含みます。）



		

		

		

		(d)銀行手数料

		・口座開設・維持費

・現地国内送金・入金手数料，日本からの送金受取手数料

		・現地で要するＮ連資金の入金，送金に係る銀行手続きに必要な手数料及び口座維持に係る費用です。

＊事業完了後にＮ連資金の残額を，在外公館に返金する際の送金手数料には使えません(団体の自己負担となります。）。



		

		

		（キ）事業資料作成費

		現地での事業管理に伴う資料の作成や申請事業の広報に必要な費用



		

		

		

		(a)資料作成費

		・印刷費，コピー代，翻訳代



対象外：名刺作成費

		・事業の実施に必要な資料の作成費で，現地での事業の広報資料，報告書の作成費を含みます。

・名刺等個人が使用するための資料作成費用及び本邦における広報資料の作成は支援対象となりません。



		

		

		

		(b)広報用備品設置・購入費

		・申請事業で建設する施設の銘盤，案内板

・供与機材に貼付するステッカー

・ワークショップ，研修，イベントの案内板，バナー

・事業広報用Tシャツ，メディア掲載等費用

		・事業の広報に必要な経費で，バナー，プレート，パネル，国旗等を含みます（本邦での調達も可）。

・事業広報目的のＴシャツ（ワークショップ参加者への配布を含む）については，その必要性と作成数を申請書上で十分説明して下さい（作成数が過剰と見られる場合，削除調整をお願いします）。



		

		

		（ク）事務用品購入費等

		事業管理に伴う事務用品，事務機械，事務用家具



		

		

		

		(a)事務用品購入費

		・文房具，コピー用紙



対象外：台所用品，食器，掃除用具

		・日用品（台所用品，掃除用具等）や食器類は該当しませんが，最低限の台所用洗剤・スポンジ，掃除用具は認めます。





		

		

		

		(b)事務機械等購入費・借料

		・コピー，FAX

・現地スタッフ用PC，プリンター等関連機器，アプリケーション・セキュリティソフト

・インクカートリッジ等消耗品

・デジタルカメラ等画像記録用機器

・発電機等（電力供給が不安定な現地事務所での電源確保のため）



対象外：エアコン，扇風機，冷蔵庫，事務機器類の買い足し（複数年事業の第2年次以降など）

		・事業の管理および現地事務所機能の維持に必要な現地事務所用のパソコン（及び周辺機器），コピー機，通信機器，発電機等の機械購入費もしくはリース料（リースが可能な場合）です。

・事務機械修理費及び事務機械に付随するコピー機トナー，プリンター用インク等消耗品購入費（上記(a)事務用品購入費に含まれるものを除く。）を含みます。

・Ｎ連資金は団体が行う事業を支援するものであり団体の恒常的な活動を支援することを目的としたものではないため，団体の固定資産（又は耐久消費財）となり得る事務機械等の購入については，それが事業に必要なものであっても，リース会社が存在しない，購入する方が事業期間を通じてリースするよりも安価となる等の理由がある場合を除きリースを原則とします。

＊パソコン等固定資産（又は耐久消費財）となり得る事務機器等を購入する場合には，事業終了後の当該事務機器等の譲渡先について申請書の事業内容の項に記入して下さい



		

		

		

		(c）事務用家具購入費・借料

		・事務用デスク，会議用テーブル，椅子

・金庫



対象外：カーテン，カーペット，ソファ，家具の買い足し（複数年事業の第2年次以降など）

		・事業の管理及び現地事務所機能の維持に必要な現地事務所用の机，椅子等の購入費又はリース料（リースが可能な場合）です。

・Ｎ連資金は，団体の恒常的な活動を支援することを目的としたものではないため，団体の固定資産（又は耐久消費財）となり得る事務用家具の購入については，それが事業に必要なものであっても，リース会社が存在しない，購入する方が事業期間を通じてリースするよりも安価となる等の理由がある場合を除きリースを原則とします。

・家具の買い足しは認められません。



		

		

		（ケ）本部スタッフ派遣費

		駐在，短期派遣スタッフの派遣に必要な費用

＊　Ｎ連事業の管理を目的として本部から派遣された現地事務所駐在員が事業実施期間中に本邦に一時帰国するための旅費及び日当・宿泊費の計上は，原則認められません。



		

		

		

		(a)旅費

		・居住地国内（日本または第三国）の居住地または団体事務所から空港までの往復交通費（出発・帰国時）

・海外交通費（航空賃），空港使用料（税）

・現地空港から現地事務所または事業地までの往復交通費





		・本部スタッフ（現地事務所駐在員を含む。）が事業の管理を目的として，現地事務所又は事業地に渡航するための交通費です。空港使用料を含みます。

・航空賃については，合理的な経路，派遣期間に応じた有効期間など同じ見積もり受験でエコノミークラス・エコノミー料金にて３者見積もりを取得の上，最安値にて積算してください。

・事業期間開始日前であっても，現地での贈与契約署名式で署名する本部スタッフの旅費（及び署名式参加のために必要な最小限の日当・宿泊費）については支援対象としますが，署名式だけのための渡航は認めません（そのまま現地駐在するスタッフに限り適用できます。）。

・自宅もしくは団体事務所から空港までの交通費（電車，バスのみ），事業実施国までの航空旅費（空港使用料を含みます），事業実施国の空港から現地事務所までの交通費を含みます。

・出発地が日本である必要はありません。（海外事務所から事業地へ移動する際の交通費も支援対象となります。）

・Ｎ連事業以外の用務のため第三国を経由する場合には，当該第三国を出発地として積算された旅費のみを支援対象とします。（国内で他の用務地を経由する場合も同様です。）

＊渡航中に当該スタッフがＮ連以外の業務（団体の自主事業，ＪＩＣＡ草の根技術協力事業，国際機関委託業務等）も行う場合は，全ての業務名・数を明示し，旅費を全ての業務数で按分した額で計上してください。



		

		

		

		(b)日当・宿泊費

		日当・宿泊費（出発日から帰国日まで）。宿泊は実宿泊ベース（機内泊含まず））



対象外：実泊を伴わない宿泊費（機中泊など）

		・本部スタッフが，事業地に滞在する際の日当及び宿泊に係る経費です。（赴任又は帰国途次のトランジットのために第三国に宿泊しなければならない場合は，団体の旅費規程が日当，宿泊費の支払いを定めていれば支援対象となります。）

＊上記の(a)旅費と同様，当該職員が，現地滞在期間中にＮ連以外の業務も行う場合は，全ての業務数で按分し計上してください。

・現地での宿泊に係る経費には出張者に支払われる宿泊費，駐在員に支払われる宿泊費又は住宅手当，団体が駐在員等のために借り上げる宿舎借料を含みますが，これらの経費を重複して計上することはできません。

＊長期滞在のため，住居を借り上げる場合，当該家屋の光熱水道費は家賃に含めることができますが，食費は対象外です。

・単価は団体の旅費規程等によることとしますが，一日当たりの日当・宿泊費単価を足した額又は日割り計算した住宅手当月額がＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価（旅費）を超える場合には，超過分は団体の自己負担となります。（現地に駐在する本部スタッフに支払われる現地住宅手当は，人件費に係るＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価とは別に計上することができます。）

・滞在日数は，原則として，日本出発日から日本到着日までとして計算します。（出発地の考え方については上記（a）旅費を参照。）

・機中泊の場合等実際に宿泊費が発生していない場合には，団体規程の如何に関わらず，支援対象となりません。








		

		

		

		(c）その他渡航費

		海外旅行傷害保険料，査証取得費，予防接種



対象外：査証取得・予防接種に伴う交通費

		・本部スタッフが，事業地に渡航するために必要な査証取得費，予防接種費，海外傷害保険・疾病保険料です。

＊上記(a)と同様に，本部から派遣される駐在スタッフが，贈与契約署名のため事業開始日前から現地入りする場合のみ，事業開始日前の支出を認めます。

＊(a)旅費や(b)日当・宿泊費と当該職員が，現地滞在期間中にＮ連以外の業務も行う場合は，全ての業務数で按分し計上してください。

・海外傷害保険料等（ただし，戦争特約については，外務省危険情報でレベル３以上を事業地とする案件の中で真に必要性が認められる場合に限り，戦争特約を含む。）については，各担保項目の保険金額が5,000万円を超えない範囲で（賠償責任については１億円まで。），必要と認められる保険料をＮ連の支援対象とします。（右上限を超える保険料は申請団体の自己負担となります。）ただし，地雷・不発弾関係事業や例外的に承認された危険地域での事業等特に必要が認められる場合はその限りではありません。

・査証取得費には，現地駐在員が現地で滞在及び滞在延長するために必要な滞在許可取得のために必要となる顔写真撮影費(必要枚数分のみ)を含みます。駐日大使館や現地内務省等に本人出頭による申請が必須とされる場合の交通費については，現地駐在で事業地が申請場所から遠隔である場合のみ計上できます。

・予防接種費については，外務省海外安全ホームページの情報において，接種が要求されている旨記載されているもの及び接種することが勧められているものに限ります（予防接種を受けに行くための交通費は，団体の自己負担としてください。）。

・　マラリア予防薬等感染者対策予防薬も含みます。



		

		（３）情報収集費

		現地治安情勢に関する情報，アドバイス等の情報収集に必要な費用

現地新聞

警備会社からのアドバイス等情報提供料



対象外：現地治安情報以外の情報入手のための費用，雑誌，TV放送受信料

		・現地治安情勢に関する情報，安全対策に関する警備会社等からのアドバイスの提供等に係る費用です。

・現地治安情勢に関する情報収集のための新聞購入費については，一事務所当たり一紙に限り支援対象とします。



		

		（４）その他安全対策費

		上記（３）情報収集費以外に，治安対策上，特に必要な費用







		・他の項目に当てはまらない経費が安全対策上特に必要と認められる場合のみ計上可能です。（４ページ参照。）

・ＪＩＣＡによる事業実施国における安全対策研修・訓練に参加することを目的とした旅費を事業期間中，当該研修を受講したことのない邦人スタッフに限り，各団体一人分かつ一回まで，計上することができます。予めＪＩＣＡによる現地安全対策研修・訓練の実施が決まっていなくとも，事業地と首都との間の移動に必要な旅費（交通費については１往復，日当・宿泊費については交通手段がなく日帰りが不可能な場合のみ最大２泊３日まで）を予定として計上することが可能です。ただ但し，当該研修・訓練が行われなかった場合や，これに団体が参加しなかった場合には，計上した旅費は未使用として資金を返還する必要があります。



		２．現地事業後方支援経費

		日本での事業管理に必要な費用



		

		（１）現地事業後方支援管理費

		・日本において，現地における事業を適切に管理するために不可欠な経費です。（支援対象となるのは，当該Ｎ連事業に直接関係していると認められるもののみです。）



		

		

		（ア）本部スタッフ（事業担当）人件費

		事業・経理担当者の人件費（基本給，役職手当，通勤手当）



対象外：時間外勤務手当，住宅手当，扶養手当，賞与，法定福利費（事業主負担分），広報関連業務に従事する人役

		・本邦において，Ｎ連事業に従事する本部スタッフ（事業責任者又はそれに準ずる担当者の会計担当者）の人件費です。この計上に当たっては，Ｎ連事業を行うために必要な範囲のみとしてください。ここでいう本部スタッフとは，当該Ｎ連事業に従事する職員でＮ連の申請団体である日本のＮＧＯの本部事務所で雇用される職員を指します。（アライアンス団体で他国で採用された職員等は本部スタッフに該当しません。）国籍は問いません。

・本部スタッフが複数の事業に従事している場合は，Ｎ連事業に従事していると認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。様式１－b人件費詳細にＮ連事業に関与する割合を人役として記載して下さい。（Ｎ連以外の業務も行う場合は(人役が１．０未満以下になる場合），その他の業務名及びその仕事の人役を様式の「業務内容欄」に必ず記述してください。）。団体所属の経理担当が「１人役」となる（全勤務時間をＮ連経理業務に割く）ことは考え難く，このような計上は認められませんので，注意願います。

＊人役設定で額を設定(申請時)しますが，実際の支払は，Ｎ連業務に実際に従事した時間に基づいて支払ってください。事業期間中は，日々の業務日報やタイムテーブル等でＮ連従事時間を記録し，実働時間を証明できるようにしてください。完了報告時には，人件費実績表(様式４－ｃ）を提出して頂きます。なお，有給休暇取得期間は実働時間に含めることはできません。

・単価は団体の給与規程によることとしますが，一か月当たりの単価がＪＩＣＡ専門家派遣に係る経費単価（国内俸）を超える場合には，右超過分は団体の自己負担となります。

・単価は月額を基本とします。事業従事期間が一か月に満たない場合の人件費計算方法は団体の給与規程によることとしますが，特段の説明がない場合には，月額単価を３０で割り，実際に事業に従事する日数をかけた金額を支援対象とします。

・団体の給与規程に基づく基本給のほか，主に福利厚生を目的とした手当ではなく，事前に金額を確定することが可能なもので，本部スタッフ の給与として支払われるものを支援対象とします（役職手当，地域手当，通勤手当等)。

・人件費を計上する本部スタッフが，Ｎ連事業の期間中に定期昇給する場合は，申請時に昇級差額分も加算して計上してください(以降，事業途中での申告は原則認められません。)

＊定期昇給が毎年自動的に昇給する自動昇給であれば，事前審査の段階でその根拠が分かるよう給与表や給与規定等を示してください。他方，それが査定昇給や昇格昇給の場合には，人事評価査定基準等，昇給額の根拠となる資料を示していただく必要があります。

・次のようなものは支援対象となりません。扶養手当，日本国内の住宅手当や超過勤務手当，期末手当（ボーナス），団体負担分の社会保険料等。

・広報担当の人役は認めません。



		

		

		（イ）本部スタッフ（経理担当）人件費

		

		



		

		

		（ウ）会議費

		本部スタッフ，派遣専門家等関係者間の本事業の実施に不可欠な会議に必要な費用

会場借料，機器レンタル料

参加者旅費（交通費，日当・宿泊費）



対象外：飲食費

		・専門家との打ち合わせ等，事業の実施に不可欠な日本における会議等に係る経費です。

・会議費には，会場借料（映像・音響設備等借料を含む。），会議参加者の国内旅費，日当・宿泊費を含みます（旅費，日当・宿泊費の考え方については上記１．（２）（ケ）の本部スタッフ派遣費を参照）。

・「遠隔操作」方式による事業で安全対策経費として認められる，遠隔操作拠点（日本の場合）までの現地スタッフ呼び寄せに必要な経費はこちらに計上して下さい。

・会議に必要な場合であっても飲料水を含む飲食費は支援対象となりません。



		

		

		（エ）通信費

		日本国内での事業管理に必要な通信費，郵便・輸送費，銀行手数料



		

		

		

		(a)電話等使用料

		固定電話通話料

インターネット接続料



対象外：電話機，FAX，インターネット接続料，携帯電話使用料

		・本部事務所で支払われる電話，ファックス，インターネットの使用料です。

・Ｎ連事業の管理に不可欠と認められる範囲のみがＮ連の支援対象となります。

・携帯電話使用料については，別途特段の積算根拠が示される場合を除き支援対象となりません。



		

		

		

		(b)郵便・輸送費

		国内郵便・宅配便

国際郵便・宅配便



対象外：海上輸送保険料

		・本部事務所がＮ連事業に関連して発送する郵便，宅配便，クーリエ便等に係る費用です。（受取の際に必要な費用を含みます。）

・リサイクル物資輸送事業における輸送費は１．現地事業経費（１）直接事業費（ア）資機材購入費等に計上して下さい。海上輸送保険等物資の輸送に係る保険料は支援対象となりません。



		

		

		

		(c）銀行手数料

		現地口座への送金手数料

日本国内での資機材の購入，専門家の謝金支払等に係る送金手数料



対象外：事業完了後(本邦契約の事業)にＮ連資金の残額を外務本省に返金する際の送金手数料（団体の自己負担となります）

		・日本国内で要するＮ連資金の入金，送金に係る銀行手続きに必要な手数料です。

＊事業完了後(本邦契約の事業)にＮ連資金の残額を外務本省に返金する際の送金手数料には使えません(団体の自己負担となります。）。



		

		

		（オ）事業資料作成費

		申請事業の報告書・説明用資料の作成に必要な印刷代，コピー代，翻訳料



対象外：広報資料（機関紙，年報，申請団体の年次事業報告書含む）作成費



		・事業の実施に必要な資料の作成費です。

・名刺等個人が使用するための資料作成費用は支援対象となりません。



		

		

		（カ）事務用品購入費

		文房具

コピー用紙，トナー，インクカートリッジ

対象外：事務機器，日用品（台所用品，清掃用具等），食器類

		・本部事務所で，Ｎ連業務に必要となる文房具の購入費です（プリンター･インク，コピー･トナー，コピー用紙などＯＡ機器消耗品を含む）。汎用性が高いため，必要最小限の購入に努めてください。事務機械や事務用家具を購入・リース・修理するための費用は対象となりません。

・文房具以外の日用品（台所用品，掃除用具等）や食器類は該当しません。





		

		（２）その他安全対策費

		現地治安情勢に鑑み安全対策上，日本国内で発生する費用





		・本邦におけるＪＩＣＡによる安全対策研修・訓練に参加することを目的とした旅費を事業期間中，当該研修を受講したことのない団体本部の安全対策責任者に限り，それぞれ各団体一人分かつ一回に限り計上することができます。ただ但し，首都圏以外にある団体本部と東京との間の移動に必要な旅費（交通費については１往復，日当・宿泊費については交通手段がなく日帰りが不可能な場合のみ最大１泊２日まで）とし，また，当該研修・訓練が行われなかった場合や，団体がこれに参加しなかった場合には，計上した旅費は未使用として資金を返還する必要があります。　



		３．一般管理費等

		

		・国際協力における重点課題案件の場合のみ，上記１．現地事業経費（Ｎ連申請額が対象。ただし，日本のＮＧＯの使途分）の５％を上限に計上することができます。（ただし，実際の現地事業経費の支出が承認された予算よりも少なかった場合には，支援対象となる一般管理費等の額は実際に支出した現地事業経費の５％までです。差額は返納となります。）

・Ｎ連でいう一般管理費等とは，当該Ｎ連事業に直接的に関係しない経費であって，同事業を実施する上での前提として，団体自身が活動を継続・維持していくために必要な経費のことをいいます。したがって，Ｎ連事業の実施に直接的にかかる経費（例：Ｎ連事業を担当する本部スタッフの人件費など）は一般管理費等での計上は認められませんが，例外的に，Ｎ連事業に携わる職員にかかる法定福利費については，計上することができます。

・Ｎ連事業における一般管理費等は，別表Ⅳ－１の一般管理費等の内容に含まれるもののみとし，精算時にそれらに該当しない支出があることが確認された場合，右については団体の自己負担となります。また，実際に現地事業経費として支出した額の５％を超えて一般管理費等に該当する支出があった場合には，右超過分は団体の自己負担となります。（他の費目から経費を移動してくることはできません。）



		４．外部監査経費

		

		・１．現地事業経費と２．現地事業後方支援経費を合計した額の１０％までを支援対象とします。

２２ページの「外部監査について」（２）外部監査の方法と内容に基づき，外部の監査法人等にＮ連事業の監査を依頼する経費です。



		

		（１）現地外部監査経費

		現地で支出される経費に関する現地の監査法人により実施される外部監査費用

		・主に現地事務所等で行う外部監査に係る経費です。

・事業実施国に適当な監査法人が存在せず第三国の監査法人に現地事務所の監査を依頼する場合を含みます。





		

		（２）本部外部監査経費

		本部で支出される経費に関する日本国内の監査法人により実施される外部監査費用

		・本部事務所で行う外部監査に係る経費です。
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